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有機農業の推進に関する基本的な方針（令和２年４月改定）
 新たな方針（令和２年４月30日公表）では、有機農業に係る人材育成、産地づくり、販売機会の多様化、消費者の理解の

増進、技術開発・調査等を通じ、有機農業の取組拡大を推進。

 有機農業の取組拡大は、以下のような特徴から農業施策の推進
に貢献。
 農業の自然循環機能を大きく増進し、農業生産に由来する環
境への負荷を低減、さらに生物多様性保全や地球温暖化防止
等に高い効果を示すなど農業施策全体及び農村における
SDGsの達成に貢献。

 国内外での需要の拡大に対し国産による安定供給を図ることが、
需要に応じた生産供給や輸出拡大推進に貢献。

基本的な事項

 有機農業の拡大に向け、農業者その他の関係者の自主性を尊
重しつつ、以下の取組を推進。
 有機農業の生産拡大：有機農業者の人材育成、産地づくりを

推進。
 有機食品の国産シェア拡大：販売機会の多様化、消費者の
理解の増進を推進。

 10年後（2030年）を目標年度としつつ、達成状況を随時確認し、５年後を目途に中間評価を行い見直しを検討。
中間評価及び見直し

 10年後（2030年）の国内外の有機食品の需要拡大を以下のように見通し。
<国内の有機食品の需要>
1,300億円（2009）→ 1,850億円（2017） → 3,280億円（2030)

<有機食品の輸出額>
17.5億円（2017） → 210億円（2030)

推進及び普及の目標

 この需要に対応し、生産および消費の目標として、以下を設定。
【有機農業の取組面積】

23.5千ha (2017) → 63千ha (2030)
【有機農業者数】

11.8千人 (2009) → 36千人 (2030)
【有機食品の国産シェア】

 60% (2017) → 84% (2030)
【週１回以上有機食品を利用する消費者の割合】

17.5% (2017) → 25% (2030)

 有機農業をSDGsへ貢献するものとして推進し、その特徴を消費者に訴求していくため、人材育成、産地づくり、販売機会の多様化、消費者の理解の
増進に関しては、国際水準以上の有機農業の取組を推進。

 調査や技術開発等は、国際水準に限らず幅広く推進。

推進に関する施策

※青太字は今次基本方針にて追加された施策

人材育成：就農相談、共
同利用施設整備、技術実
証、土壌診断DB構築、指
導員の育成・現地指導等

産地づくり：拠点の育成、
有機農業に適した農地の
確保・団地化、地方公共
団体のネットワーク構築等

販売機会の多様化：多様な
業界との連携、物流の合理化、
加工需要の拡大、有機認証
取得時の負担軽減等

消費者の理解の増進：表
示制度等の普及啓発、食育
等との連携、小売事業者等
と連携した国産需要喚起等

技術開発・調査：雑草対策、
育種等、地域に適した技術
体系の確立、各種調査の実
施とわかりやすい情報発信等



１．みどりの食料システム戦略推進総合対策

(４) グリーンな栽培体系への転換サポート

それぞれの産地に適した 「環
境にやさしい栽培技術」と「省
力化に資する先端技術等」を
取り入れた「グリーンな栽培体
系」への転換を推進するため、
産地に適した技術を検証し、
定着を図る取組を支援
 取組の一環として行う消費者
 理解の醸成に対しても支援

(1) モデル的先進地区の創出（オーガニックビレッジ）

地域ぐるみで有機農業に取り組む市
町村等の取組を推進するため、 有
機農業の生産から消費まで
一貫し、農業者のみならず事業者や
地域内外の住民を巻きこんで推進
する取組の試行や体制づくりについて、
物流の効率化や販路拡大等の取組
と一体的に支援することに加え、
取組面積の飛躍的な拡大に取り組
む産地を支援

市町村主導での取組を推進

有機農業の拡大に向けた現場の取組を
推進するため、
① 有機農業指導員の育成・確保
② 有機栽培のノウハウを提供する
民間団体の指導活動や、農業者の
技術習得等による人材育成

③ 国産原料を使用した有機加工食品
の生産・取扱拡大の取組 

④ 事業者と連携して行う需要喚起の
取組 等を支援

(３) 人材育成や需要喚起等を通じた現場の取組の推進

・有機農業の取組拡大
・モデル的先進地区の創出へ

人材育成

安定供給体制
の構築

需要喚起等

地域ぐるみのモデル的先進地区を創出するとともに、関係者の行動変容と相互連携を促す環境づくりを支援

［お問い合わせ先］
農産局
農業環境対策課
03-6744-2114

より詳しくは→

【有機農業の交付単価】

本制度は予算の範囲内で交付金を交付する仕
組みです。申請額の全国合計が予算額を上
回った場合、交付金が減額されることがあります。

国際水準の有機農業を実施していることが要件となります。
※有機JAS認証取得を求めるものではありません。

○ そば等の雑穀・飼料作物以外：12,000円/10a
炭素貯留効果の高い有機農業を実施する場合※に限り、2,000円を加算。

○ そば等の雑穀・飼料作物：3,000円/10a

２．環境保全型農業直接支払交付金 

※土壌診断を実施するとともに、堆肥の施用、カバークロップ、リビングマルチ、草生栽培のいずれかを実施していただきます。

【取組拡大加算】
有機農業の新規取組者の受入れ・定着に向けた活動
を行う農業者団体を支援
＜交付単価＞4,000円/10a

※活動によって増加した新規取組面積に
応じた支援になります。

【令和６年度予算額 2,641（2,650）百万円の内数】

農業生産に由来する環境負荷を軽減するとともに、地球温暖化防止や生物多様性保全等に効果の高い農業生産活動を支援。

(2) 有機農業への転換推進

新たに有機農業への転換等を実施
する農業者に対して有機種苗の購
入や土づくりなど有機農業の生産を
開始するにあたって必要な経費を支
援

対象者 ：新規就農者又は慣行栽培から転換に取り組む農業者であり、
みどり認定を受けている又は受ける予定である者

対象農地：転換初年度となる農地
交付単価：20,000円/10a以内

収量の低下、生産コストの増加等
有機農業を始めるには課題が多い

慣行から有機農業への転換を推進

必要な経費を支援

●グリーンな栽培マニュアル、産地戦略（ロード
マップ）の策定

●産地に適した「環境にやさしい栽培技術」、
「省力化に資する先端技術等」の検証
化学農薬低減
化学肥料低減

有機農業
温室効果ガス削減

グリーンな栽培
体系の都道府
県域への展開

展開先産地等における検討会、研
修会、実演会、展示圃場の設置等

1.グリーンな栽培体系への転換

2.都道府県域への展開

省
力
化

令和５年度補正予算及び令和６年度有機農業関連予算概要
【令和６年度予算額 650（696）百万円の内数】
【令和５年度補正予算額 2,706 百万円の内数】
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オーガニックビレッジを中心に、有機農業の取組を全国で面的に展開

全国各地の取組の共有 → 横展開

地域ぐるみで有機農業に取り組む 市町村等の取組を推進
都道府県

生 産

消 費 加工・流通

・有機農業にまとまって取り組む地域の形成
（地域説明会、団地化、技術指導等）

・堆肥等有機資材の供給体制の整備・集出荷体制の構築

市町村等

・有機農産物を原料とした
地場加工品の製造

・地域の外食や旅館等での利
用

・産地リレー体制の構築
・ビジネスマッチング

・量販店での
有機コーナーの設置

・産消提携  ・産地見学会・体験会
・ECサイトの構築 ・直売所の充実

・学校給食での利用
・マルシェ等域内流通での地産

地消
・地域外都市との提携

2025年までに100市町村で
オーガニックビレッジを創出

・有機農業産地づくり推進（みどりの食料ｼｽﾃﾑ戦略推進交付金）・有機農業産地づくり推進（みどりの食料ｼｽﾃﾑ戦略推進交付金）

有機農業の生産から消費まで一貫し、
農業者のみならず事業者や地域内外
の住民を巻き込み

先進地区創出に向けた取組試行
① 構想の聴取
② 行的な取組の実施
③ 実施計画の取りまとめ

等を支援。

推進体制構築支援
① 暫定段階の取り組み
② 推進体制づくり

等を支援。

（関連）先進事例の共有
各地の取組を発信し横展開を促進

詳しくは
↓

面積拡大の加速化目標等を追加した「新たな有機農業実施計画」に基づき、
有機農業の飛躍的な面積拡大に取り組む市町村を創出。

農林水産省の有機農業支援施策（産地づくり支援）①
 産地づくり
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〇 有機農業の面積拡大に向けて、地域ぐるみで有機農業の生産から消費まで一貫して取り組む『オーガニックビレッジ』を2025年までに100
市町村、2030年までに200市町村創出することを目標に、全国各地での産地づくりを推進。

〇 令和３年度補正予算から、みどりの食料システム戦略推進総合対策により支援を開始し、令和５年度までに4３道府県93市町村で取組を開始。

【実施市町村】

都道府県 市町村

北海道 ①（安平町）

青森県 ②（黒石市、五戸町）

岩手県 ②（花巻市、一関市）

秋田県 ①（大潟村）

山形県
⑦（米沢市、鶴岡市、新庄市、川西町、

山形市、酒田市、高畠町）

福島県 ②（二本松市、喜多方市）

茨城県 ①（常陸大宮市）

栃木県 ③（小山市、市貝町、塩谷町）

群馬県 ②（甘楽町、高山村）

埼玉県 ①（小川町）

千葉県 ③（木更津市、佐倉市、神崎町）

神奈川県 ②（相模原市、小田原市）

山梨県 ①（北杜市）

長野県 ④（辰野町、松川町、飯田市、飯綱町）

静岡県 ③（掛川市、藤枝市、川根本町）

新潟県 ②（佐渡市、新発田市）

富山県 ②（南砺市、富山市）

石川県 ①（珠洲市、羽咋市）

福井県 ①（越前市）

岐阜県 ①（白川町）

愛知県 ③（東郷町、南知多町、岡崎市）

三重県 ③（尾鷲市、名張市、伊賀市）

都道府県 市町村

滋賀県 ①（甲賀市）

京都府 ①（亀岡市）

大阪府 ①（堺市）

兵庫県
⑨（豊岡市、丹波篠山市、養父市、丹波市、

  淡路市、神戸市、朝来市、加東市、上郡町）

奈良県 ②（宇陀市、天理市）

和歌山県 ①（かつらぎ町）

鳥取県 ①（日南町）

島根県 ⑤（浜田市、大田市、邑南町、吉賀町、江津市）

岡山県 ①（和気町）

広島県 ①（神石高原町）

山口県 ①（長門市）

徳島県 ②（小松島市、海陽町）

香川県 ①（三豊市）

愛媛県 ①（今治市）

高知県 ①（馬路村）

福岡県 ①（うきは市）

長崎県 ①（南島原市）

熊本県 ②（南阿蘇村、山都町）

大分県 ③（佐伯市、臼杵市、豊後高田市）

宮崎県 ④（綾町、高鍋町・木城町、えびの市）

鹿児島県 ④（南さつま市、湧水町、南種子町、徳之島町）

計 93市町村 ※R5新規は下線

令和４年度 ５５市町村

令和５年度 ９３市町村

新たに３８市町村で
取組を開始

【R6.4.1時点】

■ １ 市町村
■ ２ 市町村 
■ ３ 市町村
■ ４ 市町村
■ 5 市町村
～

有機農業産地づくり推進事業 ～オーガニックビレッジ実施地区～
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有機農業を通じた農地の継承！
遊休農地を活用し生産した有機米や有機野菜

の給食での利用拡大、有機の土づくりによるりんごや

なしの試験栽培等を行い次世代への

農地継承に取り組む。

⑤ 長野県松川町 水稲・野菜・果樹

有機農業に参入しやすい環境づくり！
有機栽培における太陽熱土壌消毒の導入など作業効率

化に向けた技術の導入や枝豆・紅大豆などの新たな栽培品

目の追加のほか、規格外の枝豆を活用した商品開発などに

取り組む。

② 山形県川西町 水稲・大豆

有機ブロッコリーの生産・消費拡大！
周年を通じた育苗体制の整備や３シーズン（夏期・秋

期・冬期）に対応した品種や管理技術の確立を進めるこ

とで面積拡大を図るとともに、学校給食での利用に向け

た献立開発、食育などに取り組む。

⑫ 山口県長門市 野菜

⑥ 富山県富山市

付加価値の高い有機加工品の開発！
地域特産物のエゴマの有機栽培への転換や有機

エゴマ油の開発、アイガモロボット導入による

生産拡大、有機日本酒の製造等に取り組む。

水稲・エゴマ
⑦ 福井県越前市

スマート農業を活用した大規模化！
データに基づく有機栽培技術の実践や除草作業を中

心とした省力化機械（水田除草機）の導入等により、地

域全体で有機農業に取り組みやすい体制を整備し、大

幅な面積拡大を目指す。

水稲

⑨ 大阪府堺市

地域資源を活用した都市農業の挑戦！

水稲

地域資源である市内畜産農家の牛糞堆肥を地域内で

活用促進することで、化学肥料を低減し、環境負荷を軽

減した農業への転換を促進させ、堺産農産物「堺のめぐ

み」などブランド力強化等に取り組む。

⑪ 鳥取県日南町

０haから有機農業の産地化に挑戦！
中山間地域のモデルとなる持続可能な産地形成を目指

し、農機メーカーと連携したスマート農機（水田除草機

等）の導入や販路拡大による農業所得の向上を目指す。

水稲・野菜

給食・加工

面積

スマート
： 10 ha以上の面積拡大が目標

： スマート農機の利用や省力化機械  
の導入

： 有機農産物の給食・加工品  
の商品開発・販売

: 2022年度から開始

: 2023年度から開始

有機農業の拡大に向けて、スマート技術の導入や学校給食での利用など、地域に即した多様な取組が展開。

※ 記載内容は計画段階の取組を含む

■ １ 市町村
■ ２ 市町村 
■ ３ 市町村
■ ４ 市町村
■ 5 市町村
～

販路拡大に向けた加工品の開発！

① 北海道安平町 水稲・大豆

有機大豆を使用した有機味噌の商品開発を行い、

新たな販路拡大につなげるとともに、

学校給食での利用に取り組む。

有機農業が実践しやすい地域づくり！
次世代有機農業技術者育成研修を行う有機農業サポー

トセンターにおける有機栽培への転換や新規就農に取り

組む農業者への技術面でのサポートに加えて、学校給食の

利用による販路確保や有機米のブランド化による

付加価値向上に取り組む。

⑬ 徳島県小松島市 水稲

新たなコウノトリ育む農法への進化！
 

⑩ 兵庫県豊岡市 水稲

イオン水発生装置など新たな除草技術の導入実証を行

うとともに、現行農法の再検証を行い、新たなコウノトリ

育む農法米の暦を検討するほか、学校給食

での利用拡大に取り組む。

人材育成 ： 学べる環境を整備

誰もが有機農業に取り組める体制へ！
山都町有機農業サポートセンターを設置し、技術指導から

有機JASの取得、販路確保まで有機農業を総合的に支援を

行う体制を整備し、新たな人材育成に取り組む。

⑭ 熊本県山都町 水稲・野菜

④ 群馬県甘楽町

学校給食の利用拡大の他、新規就農者への研修体制

や繁忙期の労働力の確保などのサポート体制を構築す

るとともに、地域内の遊休農地を活用した有機オリー

ブ等の生産拡大に取り組む。

甘楽町有機農業サポーターの取組！

水稲・野菜・果樹

有機果樹の生産拡大に取り組む！

⑧ 三重県尾鷲市
果樹

地域特産の甘夏や地域で生産されていない新たな

果樹について、収量や品質の向上に向けた栽培技術を

確立し、農業者の所得向上につなげるとともに、学校

給食での利用や有機農業サミットの開催等を

通じて地域一体となった取組を展開。

③ 茨城県常陸大宮市

ほ場の団地化による効率的な生産！

水稲・野菜

特定区域の設定地区で、有機水稲・野菜の大規模なほ

場団地化を進めるとともに、有機野菜・米粉を使用した

加工品や学校給食に導入する米粉パンの開発などに取

り組む。

有機農業を学べる学校を開校！
栽培技術から経営まで学べる「綾オーガニックスクール」

を創設し新規就農者の受入体制を整備するとともに、ラジ

コン除草機の導入による省力化、学校給食の

導入に向けた仕組みの検討などに取り組む。

⑮ 宮崎県綾町 水稲・野菜

⑯ 鹿児島県南種子町

遊休農地を利用した有機農業の拡大、スマート農機

の導入による生産の効率化、学校給食における有機

米や有機野菜の利用拡大に取り組む。

水稲・野菜

生産の効率化による有機農業の拡大！

北海道

東北

関東甲信・静岡

東海

近畿

九州

中国・四国

北陸

給食・加工 面積 スマート

給食・加工 面積 スマート
給食・加工 面積 スマート

給食・加工
給食・加工 面積 人材育成

給食・加工 人材育成

給食・加工 スマート 人材育成

給食・加工 スマート スマート 給食・加工 面積 スマート

給食・加工 スマート 人材育成

給食・加工 面積

給食・加工

給食・加工 面積 給食・加工 人材育成

給食・加工

オーガニックビレッジの創出拡大 ①オーガニックビレッジの取組事例
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〇 みどりの食料システム戦略で掲げる有機農業の拡大目標の実現に向けて、市町村主導
で有機農業の拡大を実践する「オーガニックビレッジ」を創出。

〇 本年１月、坂本農林水産大臣の御出席のもと、オーガニックビレッジの首長を始め、
有機農業者や実需者等の関係者が一堂に会するイベント「全国集会」を開催し、
約1000名が参加。

〇 全国集会では、市町村長から学校給食での活用等の取組や地域における創意工夫、
有機農業に関わる技術指導団体や流通事業者等から取組を報告。

挨拶を行う坂本大臣

講演いただいた市町村長と坂本大臣

日 時：令和６年１月15日（月）

講演者：

・北海道安平町 ・長野県松川町

・山形県川西町 ・兵庫県豊岡市

・福井県越前市 ・島根県浜田市

・楽天農業(株)

・(一社)次代の農と食をつくる会

市町村

流通等事業者

技術指導団体

・(株)ジャパンバイオファーム
・NPO 法人民間稲作研究所
・(一社)MOA 自然農法文化事業団
・(株)マイファーム技術指導団体の講演

（㈱ジャパンバイオファーム 小祝氏）

オーガニックビレッジの報告
（長野県松川町 北沢町長）

【全国集会の様子】

オーガニックビレッジの創出拡大 ②オーガニックビレッジ全国集会について
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・ｵｰｶﾞﾆｯｸﾌﾟﾛﾃﾞｭｰｻｰの派遣による産地支援・ｵｰｶﾞﾆｯｸﾌﾟﾛﾃﾞｭｰｻｰの派遣による産地支援
有機農産物等の販売戦略の提案や助言等を行う、オーガ
ニックプロデューサーを派遣し、産地を支援。

送料を抑えたいが、どうすれば？

バイヤーや消費者を呼んで
イベントができないかなあ。

過年度の取組事例

・施設整備等・施設整備等

・ｸﾞﾘｰﾝな栽培体系への転換ｻﾎﾟｰﾄ（みどりの食料ｼｽﾃﾑ戦略推進交付金）

化学農薬の低減、化学肥料の低減、有機農業の拡大、ゼロ
エミッション化等の推進に必要な施設の整備等を支援

それぞれの産地に適した「環境にやさしい栽培技術」と
「省力化に資する先端技術等」を取り入れた「グリーンな
栽培体系」への転換を推進するため、産地に適した技術
を検証し、
定着を図
る取組を
支援

取組例

農林水産省の有機農業支援施策（産地づくり支援）②
 産地づくり
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農業の持続的な発展と農業の有する多面的機能の発揮を図るために､農業
生産に由来する環境負荷を軽減するとともに、地球温暖化防止や生物多様性
保全等に効果の高い農業生産活動を支援。

①対象者：農業者の組織する団体、一定の条件を満たす農業者等
②対象となる農業者の要件

ア 主作物について販売することを目的に生産を行っていること
イ 持続可能な農業生産に向けた研修の受講と自己点検に取り組むこと
ウ 環境保全型農業の取組を広げる活動（技術向上や理解促進に係る活動等）に
取り組むこと

③支援対象活動
化学肥料、化学合成農薬を原則５割以上低減する取組と合わせて行う地球温暖

化防止や生物多様性保全等に効果の高い営農活動（有機農業等）
④取組拡大加算
  有機農業の新規取組者の受入れ・定着に向けた活動への支援（4,000円／10a）

全国共通取組 交付単価
（円/10a）

有
機
農
業

そば等雑穀、飼料作物以外 12,000円
このうち、炭素貯留効果の高い有機農業を実施する場
合に限り、2,000円を加算。

そば等雑穀、飼料作物 3,000円
堆肥の施用 4,400円
カバークロップ 6,000円
リビングマルチ
（うち、小麦・大麦等）

5,400円
(3,200円)

草生栽培 5,000円
不耕起播種 3,000円
長期中干し 800円
秋耕 800円

▶ 全国共通取組
国が定めた全国を対象とする取組

【支援対象取組・交付単価】
▶ 地域特認取組

地域の環境や農
業の実態等を踏
まえ、都道府県が
申請し、国が承認
した、地域を限定
した取組（冬期
湛水管理、炭の
投入等）

・環境保全型農業直接支払交付金・環境保全型農業直接支払交付金

詳しくは↓

・有機転換推進事業・有機転換推進事業
新たに有機農業への転換等を実施する農業者に対して、有機種苗の購入

や土づくり、病害虫が発生しにくいほ場環境の整備といった有機農業の生産を
開始するにあたり必要な経費について支援。

①対象者
・新たに有機農業に取り組む農業者（慣行からの転換者又は新規就農者）
※すでに有機農業を実践している農業者は、今まで有機農業に取り組んだことのない品目で、
   いままで有機農業が行われていない圃場で取り組んだ場合対象となります
・営農の一部又は全部において国際水準の有機農業に取り組むことを予定していること
・販売を目的としていること
・本事業終了後も引き続き、国際水準の有機農業を継続する意向があること
・みどり認定を受けている又は成果目標年度までに受ける予定であること

②支援単価
10aあたり２万円以内 （最小申請単位 10a） 慣行から有機農業への転換

農林水産省の有機農業支援施策（人材育成支援）①
 人材育成
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・新たに有機農業を開始する者の技術習得支援

都道府県が、有機農業指導員を育成するための研修費、
指導員による指導活動のための旅費、謝金等を支援

※有機農業指導員とは
一定の研修等を受講（または実務経験を有）し、有機農業の

栽培技術や有機 JAS 制度等について指導・助言を行う者。

普及指導員等の都道府県職員の他、営農指導員等の農業協
同組合職員、市町村職員、民間企業の社員、熟練有機農業者
等を任命することが可能。

・有機農業指導員の育成

新たに有機農業に取り組む農業者（国際水準の有機農業を開始し
て５年以内または今後取り組む予定）の有機JAS認証の研修及び
初回の圃場検査受検等について最大12万円の単価で支援。
また、品目別に有機農業に関する栽培技術講習会を開催

 人材育成

・有機農業の指導を行う民間団体への支援
広域的に有機農業に関する栽培技術の提供を行う民間団体
等が農業者に対して行う現地指導や、栽培・採種技術習得の
ための手引きの作成等の取組を支援

（令和４年度の講習会開催例）
・物理性改善のための心土破砕・土づくり、機械の種類・使い方
・有機農業の経営管理、経営改善
・トマトとイチゴのデータ活用型有機栽培技術
・有機茶の管理、施肥、病害虫管理
・緑肥（カバークロップ）の基礎・使い方
・有機栽培における実践的ポストハーベスト論

令和２年度
17府県で
131人育成

令和３年度
26府県で

３７6人育成
(累計）

令和５年度
31府県で

１,138人育成
（累計）

令和４年度
30府県で

734人育成
(累計）

農林水産省の有機農業支援施策（人材育成支援）②
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・国産有機サポーターズ
国産の有機食品の需要喚起に向け、農林水産省が、事業者の
皆様と連携して取り組んでくためのプラットフォーム

令和６年３月25日現在
111社が参画

流通・加工・小売
等の事業者と連携し
た需要喚起の取組、
有機加工食品制度
や表示等に関するセ
ミナー等を実施。→

・輸出支援

有機農畜産物・有機加工食品の輸出に向け、有機 JAS認証の取得や
輸出向けの商談会・展示会への出展等を支援

有機JAS認証、GAP認証
取得等支援事業の
詳細はこちら↓

過年度の取組事例はこちら↓

・有機加工食品原料国産化支援・有機加工食品原料国産化支援
有機加工食品原料の輸入
から国産への置き換えを促
進するため、生産者と連携し
て国産有機加工食品の生
産に取り組む流通、加工等
の事業者が行う国産有機
原料を使用した有機加工
食品の生産・取扱い拡大の
取組（原料の共同調達や
国産有機食品を取り扱う事
業者の増加に向けたセミナー
の開催等）を支援。

・国産有機農産物等需要拡大支援
国産有機農産物等の需要を拡大するため、これらを取り扱う小売等
の事業者と連携して行う国産有機農産物等の需要喚起や、有機
農産物等の認知度向上、有機農業の環境保全効果を訴求する取
組を支援。

農林水産省の有機農業支援施策（有機加工食品原料国産化支援・需要拡大）
 販売機会の多様化 消費者の理解の増進
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